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は委任することはできない（delegatus non potest delegare）」という格言が妥当す
ると考えられてきている（Re Therrien［２００１］ ２ S.C.R. ３, ６３）。コモン・ローにお
いては、この法格言はある制定法がそれに定められた機関に裁量を与えている場合
に適用されてきており、一般的な準則を定める権限（立法権）を与えられている機
関（Hodge v. The Queen（１８８３） ,９ App. Cas. １１７; Re Behari Lal（１９０８）１３ 
B.C.R. ４１５）、個人の権利に影響を与える特定の問題について決定する権限を与え
られている機関（Caudle v. Seymour（１８４１）１１３ E.R. １３７２; R. v. Sepney［１９０２］ 
１. K.B. ３１７; Fowler（John）& Co.（Leeds）v. Duncan［１９４１］Ch. ４５０）、ある個人
に対して裁判手続きを開始するか否かを決定する権限を与えられている機関
（Kyle v. Barbor（１８８８）５８ L.T. ２２９; Firth v. Staines［１８９７］ ２ Q.B. ７０）のみなら
ず、勅許状を得て事業を行っている公益企業にすら適用がある（Eccles 
Corporation v. South Lancashire Tramways Company［１９１０］ ２ Ch. ２６３; Spurling v. 



















Regulations re Chemicals［１９４３］ １ D.L.R. ２４８, at ２７６［Hudson J.］ ;Wilis［１９４３］
p． ２５７; Keyes［１９８７］p． ６６）、効率的な行政の実現という観点から、制定法におい
て黙示的に委任が認められていると裁判所が判断することは広く観察される
（Shannon v. Lower Mainland Dairy Products Board［１９３８］A.C. ７０８; Reference re 

















れるべきであるとはされていないことを指摘することができる。Shannon v. Lower Mainland 
Dairy Products Board［１９３８］A.C. ７０８; Re Criminal Law Amendment Act １９６８-６９（Breatha-
lyzer） ［１９７０］S.C.R. ７７７.また、Wilis［１９４３］p.２５８; Rutherford［１９４８］p.５３３; Hogg［１９９２］ 




Coughlin v. Ontario Highway Transport Board et al.［１９６８］S.C.R. ５６９, ６８ D.L.R. 
（２d）３８４４が存在する５。










述べられている（Keyes［１９９２］p． ２８４）。たとえば、Mainwaring v. Mainwaring［１９４２］ 
２. D.L.R. ３７７（B.C.C.A.）においても、参照による立法は、組み込まれた法の事後の変更
によっては影響をうけないことが前提とされていたし、Regina v. Fialka［１９５３］ ４ D.L.R. 
４４０は、Ontario Convictions Act（R.S.O １９５０, c.３７９）の３条１項は当該法律の制定時のカナ
ダ刑法典の条項を組み入れているにすぎないという限定解釈を加えて、同３条１項の有効
性を認めていた。














による組込みは広く認められている（最近のものとしては、R. v. St. Lawrence Cement Inc.
（２００２） ,１６２ O.A.C. ３６３（C.A.））。また、少なからぬ制定法では動的参照による組込みを含む規
則の制定を明示的に認めており、たとえば、２００１年カナダ船舶法３２条５項は、その法律の下で、
「その時点での改正を反映した（as amended from time to time）」参照による組込みを含む規則
の制定を認めている。もっとも、州法レベルでは、動的参照による組込みを認めている州と認
めていない州（たとえば、文書および外国法について、オンタリオ州［Legislation Act, ２００６, 
S.O. ２００６, c.２１, ss.６２（３）and ６１］）とがある。連邦法のレベルでは、たとえば、他の法律が異
なる意図を明示している場合を除き、基準を作成するために設立された団体、商工業団体など
によって作成された文書（１６条１項）の動的参照による組込みを認めること（１６条５項）など
を内容とする規則法（Regulations Act）案（Bil C-８４）が１９９５年に提出され、１９９６年にBil C-










についての判断を示したものではない。また、たとえば、Vaziri v. Ordre des 
ingénieurs du Québec［１９９７］R.J.Q. ６２４（C.S.）はカナダ技術認証審議会の設定し











（Atorney-General Nova Scotia v. Atorney-General Canada（Nova Scotia Inter-delegation）
［１９５１］S.C.R. ３１））、Coughlin v. Ontario Highway Transport Board et al.事件判決によって、
容易に潜脱できることになったと指摘されている（Hogg［１９９２］p． ３６１）。そして、相当数の裁
判例（たとえば、Calder v. Minister of Employment and Immigration［１９８０］ １ F.C. ８４２（F.C.A.） 
（カナダ統計局による失業率の計算を用いるとしていた事案）；L&M Painting and Decorat-



















とになるとして、権限外であるとした。また、Investissements St-Germain et al. v. 


















９ また、Mathurin v. Lee Cofrages Dominic Ltée［１９８２］T.T. ２６１, reversed［１９８３］C.S. １４３．
１０ Capital Regional District v. Henson（１９８１）２８ B.C.L.R. ２６６, １２３ D.L.R. （３d）７３０（C.A.） ;
R. v. Telfer（１９８０）３９ N.S.R.（２d）４１４．もっとも、参照による組込みは、組み込まれた文
書が公布されなくとも、有効であるとするものもあるし（たとえば、R. v. Colins（R.）et 
al． （２０００），１４０ B.C.A.C. ３１１; １４８ C.C.C.（３d）３０８（C.A.））、州の制定法によって、組み
込まれた文書には、登録または公布の要件が課されないと定められていることが最近では
一般的である。
１１ Denison Mines Ltd. v. Ontario Securities Commission, ３２ O.R.（２d）４６９（１９８１） （後述（３））、
Meheraly v. Minister of National Revenue［１９８７］D.L.R.（４th）６０９（C.A.） ;Canadian Pacific 
Ltd. v. Canada（ Canadian Transport Commission） （１９８８）８６ N.R. ３６０（F.C.A.） ;Mathurin v. 
Lee Cofrages Dominic Ltée［１９８３］１４７ D.L.R.（３d）４８６（Que S.C.） .また、オーストラリ
アの裁判例であるWright v. T.I.L. Services Pty. Ltd.（１９５６） ,S.R.（N.S.W.）４１３（後述（３））
参照。





























































１３ See Department of Justice, Administrative Law Sector, Justice position paper on incorpora-
tion by reference, September １９９５.
１４ Standing Commitee on Finance（House of Commons） ,Report, Regulations and Competi-
tiveness, １９９３.
１５ Second Report of the Standing Joint Commitee on Regulations and other Statutory Instru-
ments, ３０th Parliament, ２nd Session. １９７７．






（３）Denison Mines Ltd. v. Ontario Securities Commission事件判決
　CICAハンドブックで示された一般に受け入れられた会計原則に従うことを要求
するカナダ事業会社法規則あるいは各州の会社法規則・証券法規則の合憲性が争われた


































（incorporating by reference［incorporation by reference］）を認めることは常識にか
なっているとした。さらに、参照による組込みを認めることは、Atorney-General 
Ontario v. Scot事件判決及びCoughlin v. Ontario Highway Transport Board et al.事
件判決などとも整合的であるとし、「他の組織のルールを自己のルールに単に統合
することはそのようなルールを設定する権限を委任するものでは全くない」とした
Kingston v. Ontario Racing Commission［１９５６］２. O.R. １０, ４９ D.L.R.（２d）３９５１９が
本件を考える先例としてより密接な関係があるとし、また、オンタリオ証券委員会




















２１ 原告は、R. v. Sandler［１９７１］ ３ O.R. ６１４, ２１ D.L.R.（３d）２８６（C.A.） ,Atorney-General 
Canada v. Brent［１９５６］S.C.R. ３１８, ２ D.L.R.（２d）５０３, １１４ C.C.C. ２９６ 及びBrant Dairy Co. 









　Gladstone委員会の報告２３をふまえて、１８４４年株式会社法（Joint Stock Companies 
Act, ７ and ８ Vict., C.１１０）は、株式会社について監査人を選任することを要求した


















２３ Report of the Select Commitee on Joint Stock Companies, House of Commons, Sessional 
Papers, １８４４（１１９）VI, １.
２４ １８６２年会社法では、Table Aの９４条として実質的に同一の規定が設けられた。
２５ Report of the Departmental Commitee on Amendments to the Companies Acts １８６２ to 
１８９０, House of Commons, Sessional Papers, １８９５（c.７７７９）LXXXVII, １５１.
２６ １９２９年会社統合法（Companies Consolidation Act, １９２９, １９ and ２０ George V, C.２３）１３４
条１項もこれを踏襲した。
２７ Report of the Select Commitee on the Companies Act, House of Commons, Sessional Pa-
pers, １８７７（３６５）VII, ４１９, q.１８３２-１８３３［Church］ ;q.２１９２［Jessel］ .Report of Departmental 
Commitee on Amendments to the Companies Acts, １８６２ to １８９０, House of Commons, Ses-
sional Papers １８９５（c.７７７９）LXXXVII, １５１. Appendix to the Report of the Company Law 
Amendment Commitee, House of Commons, Sessional Papers, １９０６（Cmd.３０５３）XCVI, 
２４９. See also Clapperton［１９４１］p.８１
商事法における会計基準の受容（６）（弥永）
済界は否定的な意見を持っており２７， ２８、１９０６年の会社法改正委員会（Company Law 
Amendment Commitee）の報告書２９も、消極的な意見を述べ（para． ３３）、１９１８年の
Wrenbury報告書３０も否定的な意見を示し（para． ６０）、１９２８年会社法（Companies 













あると証言していたし（Report of the Select Commitee on the Companies Act, House of 
Commons, Sessional Papers, １８７７（３６５）VII, ４１９, q.１９８０［Chadwick］ ;q.２６１［Newmark］ ;
q.４７０［Turquand］ ;q.９６６［Morris］ ;q.１３１７［Price］）、損益計算書の提供を定めることを内容
の１つとする法案は繰り返し、提出された（House of Commons, Sessional Papers, １８４４
（３８）I, １３３; House of Commons, Sessional Papers, １８８７（２３８）I, ３７９; House of Com-
mons, Sessional Papers, １８８８（１４４）I, ６１）。また、議会の会社法委員会は、１８９７年に損益
計算書も監査の対象に含めるような、監査人の監査報告書の様式を含む法案を議会に提出
したが（House of Commons, Sessional Papers, １８９７（４５） ,I, ２９９, Form B）、審議の対象と
なる前に、撤回された。この様式を起草したのは、Chadwickであった（Report of Select 
Commitee on the Companies Acts of １８６２ and １８６７, House of Commons, １８９７（３６５）I, 
４１９, q.１９４７）。
２９ Report of the Company Law Amendment Commitee, House of Commons, Sessional Papers, 
１９０６（Cmd. ３０５２）XCVI, １９９.
３０ Report of Company Amendment Commitee, House of Commons, Sessional Papers, １９１８
（Cmd. ９１３８）VI, ７２７.












会社法（Companies Act, １９４７, １０ and １１ George VI, C.４７）において、初めて、監
査人の監査の対象とされたが（２２条１項 （a））、その第９附則では、監査人の監査報
告には、貸借対照表がその会計年度の末日における会社の業務の状況の、損益計算

















３４ Report of the Commitee on Company Law Amendment, House of Commons, Sessional Pa-
pers, １９４５（Cmd. ６６５９）IV, ７９３.
３５ Edeyは、ロイヤルメール事件が影響を与えたと指摘している（Edey［１９５６］pp． １２８-１２９）。
３６ Commitee on Company Law Amendment, Minutes of Evidence（H.M.S.O., １９４１-１９４３） ,
app. TT, para. １５, p.６７９.
３７ Report of the Commitee on Company Law Amendment, House of Commons, Sessional Pa-
pers, １９４５（Cmd. ６６５９）IV, ７９３, p.６８.
３８ Commitee on Company Law Amendment, Minutes of Evidence（H.M.S.O., １９４１-１９４３） ,
app. MM, para. ２４, p.５６８.














果に基づいて、会計原則勧告書（Recommendation on Accounting Principles）とし
て、公式見解を公表するようになった。　
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科学研究費補助金基盤研究（B）「商事法における会計基準の受容」（平成１９年度～平成２１年
度）（課題番号１９３３００１９）による研究成果の一部である。なお、「商事法における会計基
準の受容（５）」（カナダの前半）は、筑波ロ ・ージャーナル６号（２００９年）に掲載されて
いる。
（ビジネス科学研究科教授）
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